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概要 

近年、日本でも「人的資本経営1」という言葉を目にするようになったが、昔から「企業は人なり」や「人

財こそ最大の財産」という言葉に代表されるように、国内企業の多くは、従業員を大切にする経営理念のも

と人財2育成に取り組んできた。しかしながら、2022 年に発表された日本の労働生産性は、OECD3加盟国内の

比較で、データ取得が可能な 1970 年以降、最も低い順位にランキングされており4、新卒一括採用・終身雇用

という日本型の雇用慣行を土台とした長期の人財育成ができる環境もありながら、人財育成を充分に生産性

向上へ昇華できていない。さらに最近の調査5によれば、国内での人手不足倒産が急増し、過去最多を更新す

る様相を呈している。すなわち、人財育成に加え、人財獲得についても課題を抱える企業が増加しつつある。

このような背景を踏まえ、国内でも、改めてパーパスなど自社の存在意義を定義し、人財に関する取り組み

や開示について深耕と探索6を推進する、いわゆる人的資本経営を意識して取り組む企業が見られるようにな

った。 

本レポートでは、人的資本経営にこれから取り組む企業にも分かりやすいよう、人的資本経営の重要性や

動向を簡潔に説明したうえで、先進事例を紹介し、最後に人的資本経営推進の 1つの手法を提案する。 
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1 経済産業省によれば「人材を『資本』として捉え、その価値を最大限に引き出すことで、中長期的な企業価値向上につなげる経
営のあり方である」と定義されている。 
2 本レポートでは著者の記述は「人財」と表記し、出典や引用を含む箇所は原文ママ（人材）とする。 
3 経済協力開発機構（Organisation for Economic Co-operation and Development） 
4 公益財団法人日本生産性本部.労働生産性の国際比較（アクセス日：2023-08-21） 
https://www.jpc-net.jp/research/detail/006174.html 
5 株式会社帝国データバンク. 全国企業倒産集計 2023 年 4 月報 別紙号外リポート：人手不足倒産（アクセス日：2023-08-21） 
https://www.tdb.co.jp/tosan/syukei/pdf/2304g.pdf 
6 ここでの深耕とは、これまで続けてきた取り組みの深堀り。探索とは新たな取り組み・施策の模索。 
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1. 人的資本経営とは 

ここ最近、「人的資本経営」に対する注目度が高まっている。従来は、「人的資源」という言葉が用いられ、

人財は企業の事業活動を遂行するための労働力であり、「いかに人を管理していくか」という考え方が主流だ

った。ゆえに、人財に投じる資金もコストとして捉えられていた。 

一方、「人的資本」とは、人財を投資の対象としてみなし7、価値創造の源泉は人であるというクリエーショ

ン志向8から、企業が人財を活用・成長させていこうとするものである。また、「人的資本経営」については、

経済産業省が「人材を『資本』として捉え、その価値を最大限に引き出すことで、中長期的な企業価値向上

につなげる経営のあり方である」と定義9している。本章では、人的資本経営の重要性と、国内外の動向につ

いて概説する。 

 

1.1. なぜ人的資本経営が重要なのか 

人的資本経営の重要性が高まっている背景について、3 つの視点でみていく。 

1 つ目は、持続的な企業価値向上が重視されるようになったことである。社会の不確実性が高まり、企業が

直面する課題が複雑化している中、企業はこうした課題に対応しながら持続的に成長していくことが求めら

れている。主要なグローバル企業が属する S&P500 の市場価値の構成要素では、今から約 50 年前、企業価値

を占める最たるものは土地や株、商品などの有形資産だったが、近年、企業価値の決定因子は有形資産から

無形資産に移行している10。無形資産には、ブランドや研究開発、知的財産などが含まれるが、これらを生み

出す源泉は「人」である。つまり、企業の競争力の源泉は「人」へと変化しており、人財に投資することで企

業価値を持続的に押し上げることにつながるのである。経営資源が限られている中小企業においても、人的

資本を含む無形資産の活用は企業の成長促進に重要であるといわれている11。 

2 つ目に投資家の注目がある。ESG 投資の広がりとともに、企業の非財務情報が重視されるようになり、近

年、投資家は企業の人事・人財戦略に強い関心を寄せている。その証拠に人事部門の責任者（CHRO）と直接

対話を始めている機関投資家も少なくない。そのため、企業は多くの投資家から期待されている人的資本に

関する情報開示を要求されており、開示の前提となる人的資本経営に取り組む必要がある。 

3 つ目に働く人の価値観の変化がある。少子高齢化などの社会的背景12や、新型コロナウイルス感染症をき

っかけに、働き方に対する人々の意識が以前と比べ大きく変化した。特に我が国においては、労働力不足に

よる売り手市場も相まって、企業と人財の立場が変わってきている。すなわちその関係は、企業側が圧倒的

に強かった以前と比べ対等になりつつあり、いまや互いに同じ価値観を共有できるかを重視しながら選び合

                              
7 これまでコストとして捉えられてきた人財に投じる資金を企業価値向上に向けた投資として解釈すること。 
8 人財の個性・能力・専門性を重視し、クリエーションやイノベーションにつなげる考え方。⇔オペレーション志向

（人財を管理し、効率を求める考え方） 
9 経済産業省,人的資本経営 ～人材の価値を最大限に引き出す～（アクセス日：2023-08-14） 

https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinteki_shihon/index.html 
10 内閣府知的財産戦略推進事務局, 事務局説明資料（アクセス日：2023-08-15） 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/tyousakai/tousi_kentokai/dai1/siryou4.pdf 
11 中小企業庁,2023 年版中小企業白書（アクセス日：2023-08-24） 

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2023/PDF/chusho/00Hakusyo_zentai.pdf 

経済産業省, 2023 年版中小企業白書・小規模企業白書概要（アクセス日：2023-08-24） 

https://www.meti.go.jp/press/2023/04/20230428003/20230428003-1.pdf 
12 損保ジャパンRMレポート, No.228「持続的な企業価値創造に向けた人的資本経営～ダイバーシティ時代の人財マネジメント～」 

https://image.sompo-rc.co.jp/reports/r228.pdf 
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う時代となった。こうした働き手の価値観を人財戦略に反映し、人財の価値を最大限に引き出すことが企業

にとって重要になってきている。これがまさに人的資本経営なのである。特に人手不足がより深刻化してい

る中小企業にとっては、こうした価値観の変化を踏まえた人的資本経営を実践していくことが、課題解決の

1 つになり得る。 

 

1.2. 欧米の動向 

欧米では、世界に先駆けて法律などにより人的資本の情報開示が義務付けられており、特にサステナビリ

ティへの関心が高い欧州では、先行して人的資本経営の取り組みが進んでいる。 

 

① EU（欧州連合）の「企業サステナビリティ報告指令（CSRD）」 

2014 年 10 月、EU は「非財務情報開示指令（NFRD）」を公表し、従業員 500 人以上の EU 上場企業に対し、

人的資本に関連する事項の開示を義務付けた。さらに 2021 年、EU は NFRD の改正案として、「企業サステナ

ビリティ報告指令（CSRD）」を公表し、対象企業を拡大するとともにより詳細な開示項目を導入した。CSRD の

対象企業は、域内の大企業と中小企業を含む全ての上場企業13である。日本企業を含む域外企業は、EU 域内

での純売上高が 1 億 5,000 万ユーロ以上あり、EU 域内に少なくとも 1 つ以上の子会社か支店14を有する企業

15が適用対象となる。具体的な開示基準については、欧州財務報告諮問グループ（EFRAG）16が欧州サステナビ

リティ報告基準（ESRS）において規定することになっており、2023 年 7 月に欧州委員会は ESRS を採択17した。

今後、欧州議会および EU 理事会による最長４ヶ月間の審議期間を経て、異議がなければ、2024 年１月１日か

ら適用される見通しとなっている。 

 

② 人的資本の情報開示ガイドライン ISO 30414 

人的資本の情報開示ガイドラインとして、2018 年 12 月、国際標準化機構（ISO）のマネジメントシステム

規格 ISO 30414 が発表された。これは、自社の人的資本情報について開示するための国際的な指標として設

けられたガイドラインで、労働力の持続可能性を支援するため、組織に対する人的資本の貢献度を考察し、

透明化を高めることを目的としている。ISO 30414 はドイツを中心に開発され、特徴としては、人的資本に関

                              
13 企業の類型の詳細は以下のとおり 

大企業 : 総資産残高 2000 万ユーロ以上、b: 純売上高 4000 万ユーロ以上、c: 従業員数 250 名以上 のうち、2つ以上

の条件を満たす企業 

中企業 : 総資産残高2000万ユーロ、b: 純売上高4000万ユーロ、c: 従業員数250名 のうち、2つ以上の条件を超えない企業 

小企業 : 総資産残高400万ユーロ、b: 純売上高800万ユーロ、c: 従業員数50名 のうち、2つ以上の条件を超えない企業 

零細企業 (micro-undertakings) a: 総資産残高 35 万ユーロ、b: 純売上高 70 万ユーロ、 c: 従業員数 10 名 のうち、2

つ以上の条件を超えない企業 

経済産業省, 信頼性のあるサステナビリティ情報の効率的な収集・集計・開示の在り方について（事務局資料②） 

（アクセス日：2023-08-14）https://www.meti.go.jp/shingikai/economy/hizaimu_joho/pdf/010_04_00.pdf 

JETRO,ビジネス短信, EU 理事会と欧州議会、企業持続可能性報告指令案に暫定合意（アクセス日：2023-08-14）

https://www.jetro.go.jp/biznews/2022/06/04ad18431e2a3a2f.html 
14 子会社：大企業又は上場企業、支社：純売上高 4000 万ユーロ以上 の場合に適用される 
15 第三国の親会社の報告に含まれる場合、域内の子会社は開示義務を免除される 
16 EFRAG は、国際会計基準審議会（IASB）が策定する国際財務報告基準（IFRS）に欧州の見解を導入するため欧州委員

会支援のもと 2001 年に設立された組織 
17 欧州委員会,The Commission adopts the European Sustainability Reporting Standards 

（アクセス日：2023-08-14）https://finance.ec.europa.eu/news/commission-adopts-european-sustainability-

reporting-standards-2023-07-31_en 
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する指標を網羅的にカバーしていること、人的資本の定量化を求めていること、欧米のジョブ型雇用など、

一定の仕組みが導入されていることを前提とした指標が多いことなどが挙げられる。 

ISO 30414 は、11 項目 58 指標で構成されており、大企業のみ対外開示が推奨される指標と、中小企業にも

対外開示が推奨される指標がある（表 1）。審査におけるチェックポイントに基づいて点数が付けられ、同規

格の認証取得のためには全体の７割を超える点数を獲得することが必要となる。日本では唯一、株式会社 HC

プロデュース18が審査・認証を行っている。ドイツ銀行グループのアセットマネジメント会社が世界で初めて

認証を取得し、2023 年 9 月現在、世界で 8 社、そのうち日本企業は 5 社取得している。 

なお、ISO 30414 は、欧米を中心に開発された指標ではあるが、ダイバーシティやコスト、スキルと能力な

ど、日本企業でも人的資本の取り組みを定量的に把握するために役立つ指標が多くある。自社の人的資本経

営の推進にあたり、自社の課題を発見するためにも有効な ISO 30414 の活用の検討を推奨する。 

 

表 1 ISO 30414 の 11 項目 58 指標19 

 

③ SEC の非財務情報開示規則（Regulation S-K） 

米国においては、米国証券取引委員会（SEC）が人的資本の情報開示について法的義務を課している。SEC

は 2020 年に非財務情報開示規則（Regulation S-K）の改正20を公表し、2020 年 11 月から上場企業に対して、

従業員数および企業経営において重視している人的資本に関する施策や目的についての情報開示を義務付け

た21。具体的な開示項目については規定されておらず、各企業の自主性に任せているが、例として、人財開発、

                              
18 株式会社 HC プロデュース https://hcproduce.co.jp/ 
19 ヒューマンリソースマネジメント－内部及び外部人的資本報告の指針、第 1版 2018 年 12 月、表 2― 人的資本のエ

リア及び報告のための測定基準より当社作成 

日本語訳は株式会社 HC プロデュースの HP を参照（アクセス日：2023-09-12） 

https://hcproduce.co.jp/pages/iso-30414%E3%81%A8%E3%81%AF 
20 米国証券取引委員会 SEC Adopts Rule Amendments to Modernize Disclosures of Business, Legal Proceedings, 

and Risk Factors Under Regulation S-K（アクセス日：2023-08-14） 

https://www.sec.gov/news/press-release/2020-192 
21 米国証券取引委員会 Modernization of Regulation S-K Items 101, 103, and 105 （アクセス日：2023-08-14） 
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人財誘引、従業員の維持が挙げられている。 

 

1.3. 日本国内の動向 

こうした海外の動向を受け、日本でも有価証券報告書において人的資本や多様性に関する開示が義務化さ

れるなど、人的資本への注目度が高まっている。 

 

① 人材版伊藤レポート/人的資本可視化指針 

2020 年 9 月、経済産業省は、「人材版伊藤レポート22」を発行し、持続的な企業価値の向上に向けて、経営

戦略と連動した人材戦略が重要である点が示された。また、人材戦略は各企業により異なるものの、俯瞰し

てみると３つの視点が存在し、人材戦略の具体的な内容には、５つの共通要素があることが述べられている

（図 1）。 

図 1 人材戦略に求められる 3つの視点・5つの共通要素23（3P・5F モデル） 

 

2022 年 5 月には、「人材版伊藤レポート 2.0」が発行され、人的資本経営を具体化させる際のポイントと、

先進的な取り組みをしている企業の事例集が公表された。人的資本経営の実現には、「経営戦略と連動した人

材戦略をどう実践するか」と、「情報をどう可視化し、投資家に伝えていくか」の両輪での取り組みが重要で

あるが、後者については、内閣官房の非財務情報可視化研究会が公表した「人的資本可視化指針」を参照す

ることで相乗効果が期待できる。 

「人的資本可視化指針」では、人的資本の可視化の方法と可視化に向けたステップが示されている。可視

                              
https://www.sec.gov/rules/final/2020/33-10825.pdf 
22 経済産業省 持続的な企業価値の向上と人的資本に関する研究会 報告書 ～人材版伊藤レポート～（アクセス日：

2023-08-15）https://www.meti.go.jp/shingikai/economy/kigyo_kachi_kojo/pdf/20200930_1.pdf 
23 経済産業省 持続的な企業価値の向上と人的資本に関する研究会 報告書 ～人材版伊藤レポート～より当社作成 
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化の方法としては、自社の価値創造ストーリーをベースに、投資家にとって馴染みやすい開示構造となって

いる「ガバナンス」、「戦略」、「リスク管理」、「指標と目標」の 4 つの要素に沿って開示することが効果的か

つ効率的であるとされている。また、自社の人的資本、人財戦略を整理したうえで、できるところから開示

し、フィードバックを受け止めながらブラッシュアップさせる、ステップ・バイ・ステップでの開示を行う

ことが望ましいと述べられている。開示事項としては、「価値向上」と「リスク」マネジメントに関する開示

の双方が含まれることが示されており、企業はどのような開示ニーズに対応して、当該事項を開示するのか

を明確にすることが望ましい（図 2）。 

 

図 2 開示事項の階層（イメージ）24 

 

② 「有価証券報告書」での非財務情報開示の義務化 

 2023 年１月、金融庁より「企業内容等の開示に関する内閣府令」の改正25が公布・施行され、2023 年 3 月

期の有価証券報告書から適用された。人的資本に関しては、新設されたサステナビリティ欄の「戦略」と「指

標及び目標」において記載することが求められている。「戦略」には、「人材の多様性の確保を含む人材育成

の方針」と「社内環境整備方針」を記載し、「指標及び目標」には、これらの方針に関する指標と目標を記載

する必要がある。また、多様性の指標として、女性活躍推進法等26に基づき「女性管理職比率」、「男性の育児

休業取得率」、「男女間賃金格差」について、「従業員の状況」欄での開示が要請されている。このように、日

本でも人的資本の開示義務が課されたため、企業が人的資本経営に取り組む必要性はますます高まっている

といえる。 

 

2. 人的資本経営の先進事例 

前章では、人的資本経営の重要性と、国内外の動向について解説した。本章では、個別の企業に焦点を当

て、特に先進的な取り組みをしている企業の事例として、SOMPO ホールディングスおよび丸井グループの取

り組みを紹介する。人的資本経営の実践においては、ただ取り組むのではなく、取り組み内容をステークホ

ルダーに開示することが望ましいとされている。そのため、各社の取り組み内容に加えて、各社の情報開示

                              
24 内閣官房 非財務情報可視化研究会 人的資本可視化指針より当社作成（アクセス日：2023-08-22）

https://www.cas.go.jp/jp/houdou/pdf/20220830shiryou1.pdf 
25 金融庁「企業内容等の開示に関する内閣府令」等の改正案に対するパブリックコメントの結果等について 

（アクセス日：2023-08-15）https://www.fsa.go.jp/news/r4/sonota/20230131/20230131.html 
26 女性活躍推進法または育児・介護休業法をいう 
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方法も合わせて解説する。 

 

2.1. SOMPO ホールディングス 

 SOMPO ホールディングス株式会社（以下「SOMPO-HD」）は 2021 年度、新たな中期経営計画のスタートにあた

り、この先 20 年、50 年という長いスパンでグループがめざすものを「SOMPO のパーパス」27として定めた。

SOMPO-HD では、この「SOMPO のパーパス」の実現に向けて取り組む主役は SOMPO グループの社員であるとい

う考えのもと、まず社員一人ひとりに対し、自分の人生または働く意義である「MY パーパス」28を定めること

を推奨している。 

 SOMPO-HD では、「SOMPO のパーパス」の実現に向けて、人的資本経営を実践しており、社員一人ひとりの「MY

パーパス」の追求に加えて、3つのコア・バリューである「ミッション・ドリブン」、「プロフェッショナリズ

ム」、「ダイバーシティ＆インクルージョン」を共有する人材の集団を目指している（図 3）。 

 
図 3 MY パーパスと 3 つのコア・バリュー、SOMPO のパーパスの関係29 

 

 具体的な取り組みとして、「ミッション・ドリブン」や「プロフェッショナリズム」を浸透させていくため、

2020 年に「ジョブ型人事制度」を導入した。各ポストで得られるスキル・経験やそれらのスキル・経験を生

かすことで就くことのできる将来的な職務やポストをイメージして、「MY パーパス」に基づくキャリアを描

きやすいよう工夫している。また、イノベーションやチャレンジを通じた企業価値向上に向けて、「MY パーパ

ス」を起点とした「ダイバーシティ＆インクルージョン」の醸成・浸透に取り組んでいる。SOMPO-HD は、経

営上の意思決定に影響力を持つ女性管理職比率を 30％以上、障がい者雇用率を 2.5％とする数値目標を設定

し、2024 年 4 月 1 日までの達成に向けて取り組みを進めている。また、最高経営責任者（CEO）や役員などグ

ループの主要ポストにおけるサクセッション・プランを策定しているのも特徴である。さらに「MY パーパス」

の浸透やアンコンシャス・バイアス（無意識の偏見や思い込み）研修などのソフト面の取り組み、および仕

                              
27 SOMPO ホールディングス株式会社, SOMPO のパーパス, （アクセス日：2023-08-10） 

https://www2.sompo-hd.com/company/purpose/ 
28 脚注 27 参照 
29 SOMPO ホールディングス, SOMPO の働き方改革より当社作成,（アクセス日：2023-08-23） 

 https://www2.sompo-hd.com/company/workstyle/pc/summary/index.html#summary_03 
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事と育児の両立支援制度を含む人事制度の拡充といった、多様な働き方を可能とするハード面の取り組みの

両方を実施して、上記数値目標のほか、男女間賃金格差や男性労働者の育児休業取得率の改善を目指すとい

う。 

 SOMPO-HD は上記の取り組みについて、有価証券報告書30や自社ウェブサイト31、統合レポート32にて情報を

開示している。 

 このほか、SOMPO-HD は最高人事責任者（CHRO）を設置している。CHRO とは、経営陣の一員として人材戦略

の策定と実行を担う責任者であり、社員・投資家を含むステークホルダーとの対話を主導する人材を指す。

前章で述べた人材版伊藤レポートでは、経営戦略と人材戦略を連動させることの重要性が指摘されているが、

そのための取り組みとして CHRO の設置が推奨されている33。 

 

2.2. 丸井グループ 

 株式会社 丸井グループは、「人の成長＝企業の成長」という経営理念に基づき、人的資本経営を行ってい

る。主な取り組みとして、1.「企業理念」、2.「対話の文化」、3.「働き方改革」、4.「多様性の推進」、5.「手

挙げの文化」、6.「グループ会社間職種変更異動」、7.「パフォーマンスとバリューの二軸評価」、8.「Well-

Being」を挙げている。本節では、いくつかの取り組みを紹介する。 

 まずは 2.「対話の文化」について、「1.安全な場宣言から始める」、「2.特に目的を定めない」、「3.結論を求

めない」、「4.傾聴する」、「5.人の発言を受けて発言する」、「6.人の意見を否定しない」、「7.間隔を置いて熟

成させる」の 7 つの目安に沿って、会議やミーティングは必ず対話を交えて行われる。 

 また、4.「多様性の推進」について、同社は 2014 年から「男女」、「年代」、「個人」の 3つの多様性を掲げ、

組織改革を推進しているという。特に、「男女」の多様性については、「女性イキイキ指数」という独自の KPI34

を掲げている。この KPI に含まれる要素と、各要素の数値の推移は表 2の通りである。 

 

表 2 女性イキイキ指数とその項目、各項目の数値の推移35 

 

                              
30 SOMPO ホールディングス株式会社, 有価証券報告書（第 13 期）, （アクセス日：2023-08-10） 

https://www.sompo-hd.com/-/media/hd/files/doc/pdf/report/2022/2022q4_report.pdf?la=ja-JP 
31 脚注 27 参照 
32 SOMPO ホールディングス株式会社, SOMPO ホールディングス統合レポート 2023, (アクセス日：2023-09-07) 

https://www.sompo-hd.com/-/media/hd/files/doc/pdf/disclosure/hd/2023/hd_disc2023.pdf?la=ja-JP 
33 経済産業省, 人的資本経営の実現に向けた検討会 報告書 ～ 人材版伊藤レポート 2.0～, （アクセス日：2023-09-

07）https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinteki_shihon/pdf/report2.0.pdf 
34 Key Performance Indicator の頭文字をとった略称。重点業績指標。 
35 株式会社丸井グループ, 有価証券報告書（第 87 期）より当社作成, （アクセス日：2023-08-10）

https://www.0101maruigroup.co.jp/pdf/settlement/0230gfe0.pdf 
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 6.「グループ会社間職種変更異動」は、社員の自らの意思による手挙げに基づいてグループ内企業の別の

職種に異動する制度を指す。2013 年から本格的に推進し、2023 年 3 月期までに全グループ社員のおよそ 85％

が職種変更を経験している。導入してから 3年後の 2016 年に実施したアンケートでは、本制度を利用して職

種変更をした社員のうちおよそ 86％が「異動後に成長を実感した」と回答しており、この取り組みが社員の

キャリアップに寄与していることが窺える。 

 こうした取り組みは、同グループ社員のエンゲージメントにも良い影響を及ぼしている。具体的には、同

グループは「仕事での期待」、「職場での尊重」および「自分の強みを活かす」の 3 つの独自のエンゲージメ

ント指標を計測しているが、2012 年の結果と 2022 年の結果を比較すると、「自分が仕事のうえで何を期待さ

れているかわかっている」と回答した社員の割合が 46％から 80％に、「自分が職場で尊重されていると感じ

る」という回答の割合が 28％から 66％に、「自分の強みを活かしてチャレンジしている」の回答の割合が 38％

から 52％に、それぞれ増加した。 

 同グループは前述の取り組みや施策の効果について、有価証券報告書36や自社ウェブサイト37、ESG データ

ブック38にて情報を開示している。同グループの開示方法で特筆すべきは、自社の取り組みだけではなく、そ

うした取り組みによる効果、いわゆるインプットだけでなく、アウトプットも併せて紹介し、「各種取り組み

によって社員のエンゲージメントが向上した」というストーリー性をもって情報を開示している点である。

このように開示することで、投資家をはじめとした各ステークホルダーが自社の取り組みとその効果をより

理解しやすくなる。 

 

3. 人的資本経営推進の具体的な手法・取り組み 

ここまで人的資本経営推進の重要性や国内外の動向、先進事例を紹介してきたが、自社において、どのよ

うに人的資本経営を推進していくか悩む企業は少なくない。したがって、本章では人的資本経営推進の具体

的な手法・取り組み事例を紹介する。 

人的資本経営推進の進め方のヒントとして、第 1 章で紹介した人的資本経営実践の教科書的な位置づけで

ある「人材版伊藤レポート 2.039」では、人的資本経営推進の実践と開示が重要であると示されている。実践

と開示について具体的に取り組んでいくためには、人的資本経営推進の取り組みフェーズを分析・強化・開

示の 3つに分けて考えていくと進めやすい（図 4）。『分析』のフェーズでは、自社の人的資本に関する現状を

把握・分析した上で可視化し、グランドデザインや計画を策定する。『強化』のフェーズにおいては、前フェ

ーズの計画に基づいて、実施すべき施策・対策を着実に実行していく。最後に『開示』のフェーズにおいて、

一連の取り組みなどについて、適切なステークホルダーに対し、適切な媒体で開示していく。人的資本経営

推進の要諦は、これら 3 つを継続的に取り組んでいくことにある。本章では、特に人的資本経営という言葉

を初めて耳にする方や、これから取り組みを進めていく企業にもわかりやすく、この 3 つのフェーズごとに

取り組むべき事項と留意点を提示する。なお、本章は、中堅・中小企業向けにも参考となるよう、同規模の

                              
36 脚注 35 参照 
37 株式会社丸井グループ, 人的資本経営,  

https://www.0101maruigroup.co.jp/ir/lib/h-report.html 
38 株式会社丸井グループ, ESG データブック, (アクセス日：2023-09-07) 

https://www.0101maruigroup.co.jp/sustainability/pdf/esg/esg2023.pdf 

39 脚注 3参照 
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企業向けに実施した当社のコンサルティング支援事例なども交えながら紹介する。 

 

 

図 4人的資本経営の 3 フェーズと当社支援メニュー例40 

 

3.1. 人的資本の分析 

人的資本経営推進の分析フェーズは、自社の人的資本に関する現状を測定・可視化し、分析を行う。その

うえで、グランドデザインの策定まで進めていくフェーズである。 

具体的なステップとしては、まず、「①自社の現状を把握」する。すなわち、自社の人的資本に関する取り

組みの進捗度・成熟度を把握する、言い換えれば人的資本経営において求められる事項41について、自社が実

施している項目/実施していない項目の整理や、成熟度合いについて確認することが求められる。当社がコン

サルティングをしている中では、本取り組みについて未実施の企業・組織が散見されるため、自社において

も改めて確認して欲しい。また、現状把握の一環として、組織や人の現状確認、平たく言うと、従業員満足

度調査やエンゲージメントサーベイなどの実施も忘れてはならない。なお、これらの調査やサーベイは、定

期的に実施することが肝要であると同時に、人的資本は「見えない資本」、「見えにくい資本」とも言われる

ことから、把握した内容を可視化しておくことは重要な意味を持つ。 

次のステップとして、「②将来のありたい姿と現状のギャップを把握し目標を設定」すること、要するに、

将来のありたい姿と①で可視化した現状とのギャップを把握し、中長期の目標を設定することが求められる。

その際の注意点として、現在の延長線上で将来の姿を予測することは避けなくてはならない。なぜなら、不

確実性の高い世の中では、将来起こりうること全てが、過去と同じパターンで起きうる保障はない。したが

って、将来のありたい姿からバックキャスティング42して、現状とのギャップを見ていく必要がある。 

最後が「③グランドデザインの策定」のステップである。グランドデザインと聞くと壮大に聞こえるかも

しれないが、要は②で検討した中長期の目標を達成するために、年度ごとに実施していくべき施策を計画表

に落とし込んでいく作業である。 

本フェーズで取り組むべき事項と留意点をまとめると、表 3のとおりである。 

                              
40 当社作成 
41 中央省庁のガイドラインや種々の国際基準を参考にすることを推奨するが、当社には国際基準である ISO 30414 に関

する ISO 30414 リードコンサルタント/アセッサーの資格取得者が複数在籍しており、必要な事項についてアドバイスが

可能。 
42 将来のありたい姿から現在の課題を考えるアプローチ。⇔フォアキャスティング 
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表 3 人的資本の分析：取り組み事項と留意点43 

人的資本の分析 

取り組むべき事項 取り組む際の留意点 

① 自社の現状を把握 

 自社の人的資本の取り組みの進捗度・成熟度を把握する 

 従業員満足度調査、エンゲージメントサーベイなどを定

期的に実施する 

② 将来のありたい姿と現状のギャップを

把握し目標を設定 

 将来のあるべき姿からバックキャスティングして、現状

とのギャップを把握し、中長期目標を設定する 

③ グランドデザインの策定  ①・②を踏まえ、グランドデザインを描く 

 

3.2. 人的資本の強化 

人的資本経営推進の強化フェーズは、前フェーズで作成したグランドデザインや計画表を基に、「①施策・

対策を着実に実施」していくフェーズである。なお、本フェーズの取り組みテーマは、コンプライアンス、

労働安全衛生、ダイバーシティ＆インクルージョン、組織文化、採用・異動・退職、スキル・能力、後継者計

画など多岐にわたり、それぞれの取り組み事項や実施手法はテーマによって異なる44。また、前フェーズの内

容により各社で実施すべきことが変わってくるため、ここでは多くのテーマに共通する人財育成プログラム

45を実施する際のポイントを 3 つ挙げる。 

1 つ目のポイントは、「人財育成プログラムを実施していく対象をよく検討する」ことである。前フェーズ

のエンゲージメントサーベイなどで、ある層に課題が発見された際に、その層に対して知識・スキルの伝授、

マインド変革などを目的として研修などを実施することがあるが、教育する対象は、よく 惟
おもん

みる必要がある。

一例として、女性活躍推進プログラムにおいて、女性社員のモチベーションをアップさせるような研修を企

画することがあるが、女性活躍のためには女性社員へのアプローチだけでは不十分である。女性社員をマネ

ジメントする管理職にも、女性活躍推進のために必要な知識やスキルを同時に教育したり、マインドを変革

したりしていくことが効果的である。また、育児・介護などに関するプログラムも、育児・介護制度を利用

するメンバーだけでなく、職場で休暇取得や時短の人に代わって仕事を遂行するメンバーも、対象に含める

必要がある。 

2 つ目のポイントは、「継続的に人財育成プログラムを実施する」ことである。研修には一過性の側面があ

ることを認識したうえで、知識が定着しているか、研修内容をうまく現場で活かしているかなど実効性を定

期的に確認することが重要である。また、継続的に研修を実施することで研修の効果を確認することも有効

といえる。勿論、比較的容易に身につくスキル取得など 1 回限りの研修でも十分に効果を発揮するものもあ

るが、例えばマインドセットや意識啓発などの内容は、定期的に繰り返し実施することで、受講者が受講内

容を自分事として捉えやすい。このことは、当社の人財育成プログラム実施後の受講者アンケートなどから

相関関係が高いことが分かっている。 

3 つ目のポイントは、「人財育成プログラム実施の目的に合った内容を実施する」ことである。研修や施策

実施を担う部門も昨今では多忙であるが故に、実施の目的がおざなりになり、毎年社内で同じものを実施す

                              
43 当社作成 
44 テーマごとに参考となるレポートを巻末の「参考文献」にて紹介している。 
45 主に研修やワークショップなど 
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ることが続いていたり、外部の専門家などに内容を全て委ねてしまったりする企業も見受けられる。強化す

るテーマが同じであっても各企業・組織を構成する人々や、現状・課題は千差万別で、どの企業・組織にも

効く、汎用的なプログラムはないといっても過言ではない。故に、自社の目的にあった人財育成プログラム

の設計と実施が不可欠であり、外部の専門家へ依頼する場合は、依頼元である自社の担当部が、外部の専門

家と一緒に、毎年目的や内容を検討し、受講者が腹落ちする内容で実施できるようアレンジしていく必要が

ある。当社の支援企業においては、ハラスメント防止やコミュニケーション活性化プログラム、女性活躍推

進プログラムにおいて、通り一遍の情報や統計など、表面をなぞるような内容ではなく、自社内の従業員の

声や現状を踏まえたプログラムを実施している。さらに、受講者には、研修前や研修後のみならず、複数の

研修の間にも課題を出すことで、研修時だけでなく日頃の業務でも、研修で学んだ内容を思い出す機会を作

り、現場での再現性向上の工夫を凝らしている。 

本フェーズ（人財育成プログラムを例として）で取り組む際の留意点をまとめると、表 4のとおりである。 

 

表 4 人的資本の強化：取り組み事項と留意点46 

人的資本の強化（人財育成プログラム実施の観点から） 

取り組むべき事項 取り組む際の留意点 

① 施策・対策を着実に実施 

 人財育成プログラムを実施していく対象をよく検討する 

 継続的に人財育成プログラムを実施する 

 人財育成プログラム実施の目的に合った内容を実施する 

 

3.3. 人的資本の開示 

人的資本経営推進の開示フェーズは、自社内の取り組み内容を適切な手法で社内外に開示していくフェー

ズである。 

具体的なステップとして、はじめに「①開示目的の明確化」をする必要がある。その際には、誰に対して

どのようなことを伝えるための開示なのか、開示対象と対象ごとに伝えたい大まかな内容を明確にすること

を推奨する。なお、「誰に」という点において、上場企業であれば投資家を優先順位に上げるところが多いだ

ろうが、その他のステークホルダーも忘れてはいけない。非上場企業・組織においては、ステークホルダー

のうち、従業員や取引先、自社への応募者などを意識するとよい。 

次のステップでは、その目的を達成するために、どのような内容を開示するのか「②開示内容を精査」す

ることが求められる。ここでは 2つポイントがあり、1 つは開示内容の比較可能性/独自性を意識し、バラン

スよく開示することである。比較可能性とは、法定開示47で求められている内容が多くを占めるが、他社でも

開示している項目や数値など、他社と比較できる内容を指す。独自性とは、自社独自の取り組みや、自社の

方向性やメッセージを伝えるために開示するものである。例えば、第 2 章で紹介した丸井グループでは挑戦

する文化を目指しているが、人的資本経営推進施策の１つである「手挙げの文化」づくりのための具体的な

取り組みを開示している48。もう 1 つのポイントは、KPI を定め、長期時系列で開示することである。KPI に

                              
46 当社作成 
47 法律などで義務付けられている開示事項。 
48 株式会社丸井グループ.新たな成長に向けた「人材への投資」（アクセス日：2023-08-21）

https://www.0101maruigroup.co.jp/sustainability/theme02/development_01.html 
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ついては、定性的な内容でも構わないが、定量的に表せるものはできるだけ定量的な表現に落とし込むこと

が重要である。また、人的資本経営推進の取り組みは、中長期的な価値創造のために実施することが多く、

成果が出るまで時間を要すことも多い。したがって単年度の情報だけでなく、少なくとも過去 3 年間の情報

を開示することや中長期的な目標もセットで開示することを推奨する。 

最後は、「③開示媒体を検討」するステップである。現在の主な開示媒体として、統合報告書、サステナビ

リティレポート、ESG データブック、人的資本レポート（HR/HC レポート）、有価証券報告書、社内報、会社

HP（ESG 情報、採用ページなど）など複数の選択肢がある。特に法律などで求められていない内容について

は、何をどの媒体で開示するのか決まりはない。故に、各社において、どのような内容を、何に載せるのか、

戦略的な検討が求められる。なお、当社のコンサルティング実績の中で、本フェーズ（具体的には統合報告

書作成）の段階で、報告書の作成当初は一部のカテゴリーにおいて、開示できる情報がほとんどないと悩ま

れる企業もおられた。しかしながら、開示の内容は何も素晴らしいアピールができるものや、既に効果が出

ているものだけにこだわる必要はない。今後自社が向かう方向性や考え方を示すために、現在の取り組みの

中で、KPI が未達の項目や施策の効果を長期的に見ていくような内容であっても、開示情報の候補として検

討いただきたい。その際には、自社のストーリーとセットで開示していくことが大事である。 

本フェーズで取り組むべき事項ごとの留意点は、表 5のとおりである。 

 

表 5 人的資本の開示：取り組み事項と留意点49 

人的資本の開示 

取り組むべき事項 取り組む際の留意点 

① 開示目的の明確化  開示対象と伝えたい事項を明確にする 

② 開示内容を精査 
 開示指標の比較可能性/独自性を意識する 

 KPI(重点目標)は定量的かつ長期時系列を意識する 

③ 開示媒体を検討  どの内容を、どの媒体で発信していくのか精査する 

 

4. おわりに 

本レポートでは人的資本経営の概略と先進事例、人的資本経営推進の具体的な手法・取り組み事例につい

て紹介した。各企業・組織において本レポートで紹介した全ての内容を参考に検討したり、実施したりする

必要はなく、自社に必要なものだけ取り入れれば十分である。SOMPO グループの社外取締役である名和高司

教授は、新しいものにばかり飛びつき、消化不良に陥ることのないよう、「引き算の美学」が大事であると述

べている。その際の重要な視点として、その取り組みが「自社の企業価値向上に資するものであるか」吟味

してほしい。人的資本は非財務価値と言われることも多いが、その取り組みが生み出す価値が、未来永劫、

「非」財務価値、いわゆるコストに計上されるものであり続ける限り、企業価値向上にはつながらない。人

的資本が生み出す価値が、「非」財務価値ではなく、「未」財務価値であり、将来的に「財務価値50」に変換さ

れるもの以外は捨てていく勇気が必要である51。 

最後に、本レポートが人的資本経営の推進を担う方々の取り組みの一助になれば幸いである。 
                              
49 当社作成 
50 財務目標（ROE や ROIC,PBR など） 
51 名和高司.パーパス経営.東洋経済新報社.2021 を参考。 
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